
証券コード　6664

平成21年２月４日

株 主 各 位

埼 玉 県 蕨 市 塚 越 ４ 丁 目 12 番 17 号

株式会社オプトエレクトロニクス
代表取締役社長 俵 　 政 美

第33回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　さて、当社第33回定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成21年２月18日（水曜日）
午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成21年２月19日（木曜日）午前10時
２．場 所 埼玉県さいたま市中央区新都心三丁目２番

ラフレさいたま　　４階　欅の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第33期（平成19年12月１日から平成20年11月30日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第33期（平成19年12月１日から平成20年11月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 資本準備金減少の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役３名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件

以　上


当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
home.opto.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成19年12月１日から
平成20年11月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 企業集団の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における当社グループの売上高は、93億60百万円（前期

比4.8％減）となりました。

　所在地別セグメントで業績を示しますと、日本国内は32億円（前期比

20.9％減）となりました。主な要因は、平成20年9月以降の世界経済危機の

影響により第4四半期において国内ＯＥＭ先上位３社の売上減が響いたこと

によるものです。

　米国では、13億80百万円（前期比11.4％減）となりました。営業拠点移

動を含めた営業体制強化が未完であることの他、米国内経済の急下降の影

響を受けたことによるものです。

　一方、欧州・その他地域は、ターミナル製品の好調により47億72百万円

（前期比12.9％増）となりました。

　製品別売上実績では、スキャナ製品は29億84百万円（前期比15.2％減）

となりました。一方、ターミナル製品は40億35百万円（前期比21.5％増）

となり、モジュールその他においては、23億39百万円（前期比21.8％減）

となりました。スキャナ製品の売上減少は、スキャナ製品群全体での廉価

化とフィクスマウント製品の需要減退によるものであります。

　ターミナル製品の売上増加は、本年度から本格導入したスマートフォン

機能付ターミナルの貢献などにより、欧州・その他地域でハンディターミ

ナル製品が堅調に推移したことよるものであります。

　またモジュール製品の大幅減少は、大手企業の在庫調整と昨年9月以降の

世界経済の急速下降による需要減が主な要因であります。

　利益面では、営業利益はコスト低減に努めたものの国内ＯＥＭ先への大

幅な売上減が響き、４億４百万円（前期比4.1％増）となりました。経常利

益は売上の大幅減による影響からより１億92百万円（前期比11.3％減）と

なりました。当期純利益は各社個別による税金計算の結果、１億26百万円

（前期比327.6％増）となりました。

－ 2 －



　なお、所在地別売上高及び製品別売上高の状況は、次のとおりでありま

す。
 (単位：千円)

所 在 地
第　31　期

（平成18年11月期）
第　32　期

（平成19年11月期）

第　33　期
（当連結会計年度）
（平成20年11月期）

前 期 比
（％）

日 本 3,938,655 4,046,383 3,200,249 79.1

米 国 1,816,881 1,557,371 1,380,534 88.6

欧 州 3,097,295 3,716,078 4,363,666 117.4

ア ジ ア 他 287,919 516,479 415,685 80.5

合 計 9,140,750 9,836,313 9,360,136 95.2

 (単位：千円)

製 品
第　31　期

（平成18年11月期）
第　32　期

（平成19年11月期）

第　33　期
（当連結会計年度）
（平成20年11月期）

前 期 比
（％）

ス キ ャ ナ 4,088,968 3,520,975 2,984,312 84.8

ターミナル 2,973,742 3,321,389 4,035,872 121.5

モジュールその他 2,078,039 2,993,948 2,339,952 78.2

合 計 9,140,750 9,836,313 9,360,136 95.2

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額

は、９億31百万円であります。その主なものは、次のとおりであります。

　　当連結会計年度中において取得した金型 ４億86百万円

③　資金調達の状況

　当連結会計年度における金融機関からの借入金（長期借入金及び短期借

入金の合計）は、前連結会計年度に比べ１億12百万円増加しました。調達

資金の使途は、運転資金及び開発資金であります。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。
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⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。

(2) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

区　　分
第30期

(平成17年11月期)
第31期

(平成18年11月期)
第32期

(平成19年11月期)

第33期
(当連結会計年度)
(平成20年11月期)

売 上 高(千円) 9,000,618 9,140,750 9,836,313 9,360,136

当期純利益(千円) 663,106 146,411 29,689 126,950

１株当たり当期
純 利 益

(円） 129.69 27.93 5.64 24.12

総 資 産(千円） 11,419,501 13,689,157 16,919,493 16,974,118

純 資 産(千円) 4,756,079 5,180,892 5,398,501 5,017,383

１株当たり純資
産 額

(円） 910.60 984.40 1,025.75 953.33

（注）　第31期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適

用しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Opticon,Inc.
400,000
米ドル

100％ 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon Sensors
Europe B.V.

544,536
ユーロ

100％ 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon S.A.S.
44,000
ユーロ

（100％） 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon Ltd.
40,000

英ポンド
（100％） 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon Sensoren
GmbH

25,565
ユーロ

（100％） 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon Sensors
Nordic AB

100,000
スウェーデンクローネ

（100％） 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon S.R.L.
51,646
ユーロ

（100％） 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon Sensors
Pty.Ltd.

1,020,408
豪州ドル

（100％） 自 動 認 識 装 置 の 販 売

Opticon Sensores
S.L.

3,100
ユーロ

（100％） 自 動 認 識 装 置 の 販 売

（注）　議決権比率の（　）は、間接所有割合です。
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(4) 対処すべき課題

①　日本国内

　日本国内の主要事業であるＯＥＭ販売は、複数の大手メーカーを中心に確

実に実績をあげてきましたが、今後は新たに大手ＯＥＭ供給先数を増やして

いくとともに、新型スキャナ製品や新型ターミナル製品への切り替えを積極

的に推進してまいります。

②　海外における事業展開

　欧州・その他地域においては、スマートフォン機能付ターミナルの販売が

本格的に業績に貢献してきており、当社の新しい成長基盤になりつつありま

す。これらの製品の拡販を進めるとともに、他社に先駆けて展開している

データコレクタ製品をはじめとする従来のターミナル製品を加え、引き続き

拡大基調を継続してまいります。米国市場においては、製品カテゴリー別の

販売体制が整い、今後は本格的な立て直しに挑んでまいります。

③　開発戦略

　当社グループは、これまでスキャナ製品、ターミナル製品及びモジュール

その他製品の開発に注力し、当社グループの安定成長を支える製品を開発し

てまいりました。今後は、バーコードリーダにＰＣとケータイ通信、画像処

理の機能を付加した、スマートフォン機能付ターミナルをはじめ、差別化を

図ることのできる「ニュー・バーコード・ビジネス」製品の開発に比重を大

きくかけていく方針であります。

④　生産体制

　日本国内は主要生産拠点の移管が完了し、国外の企業への生産委託も順調

に進んでおりますが、今後はドルベースでの生産に対応できる生産委託先を

選定し、為替の影響を受けにくい生産体制を早期実現した上で、製品製造原

価の低減、在庫水準の引下げ、製品品質の向上に注力してまいります。

⑤　管理体制

　内部統制システム構築の基本方針に基づき、内部統制システムの維持、向

上を図り、金融商品取引法で求められる財務報告に対応できる体制を整える

とともに、企業価値の向上に努めてまいります。

(5) 主要な事業内容（平成20年11月30日現在）

　当社グループは、当社及び海外子会社９社で構成され、バーコードリーダ

（モジュール、ハンディスキャナ、データコレクタ、ハンディターミナル、

フィクスマウント）及びその他の周辺機器等の製造、販売、修理、サービス

等を行っております。
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(6) 主要な事業所（平成20年11月30日現在）

株式会社オプトエレクトロニクス

本社：埼玉県蕨市
蕨事業所：埼玉県蕨市
芦別工場：北海道芦別市
大阪営業所：大阪府大阪市西区

Opticon,Inc. 米国　ニューヨーク州、ワシントン州

Opticon Sensors Europe B.V. 本社：オランダ　ホーフドルフ
台湾支社：台湾　タイペイ

Opticon S.A.S. フランス　イッシー・レ・ムリノー

Opticon Ltd. イギリス　ルートン

Opticon Sensoren GmbH ドイツ　ディーツェンバッハ

Opticon Sensors Nordic AB スウェーデン　イェルフェラ

Opticon S.R.L. イタリア　カステル・マッジョーレ

Opticon Sensors Pty.Ltd. オーストラリア　カリオン

Opticon Sensores S.L. スペイン　バレンシア

(7) 使用人の状況（平成20年11月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

269(32) 名 37(4) 名減

（注）　使用人数は就業人員であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を

外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

178(25) 名 29(６) 名減 38.8歳 5.0年

（注）１.使用人数は就業人員であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を

外数で記載しております。

　２.使用人数が前事業年度に比べ29名減少しましたのは、通常の自己都合　退職にあ

わせて、大幅な組織変更に伴う部署の閉鎖、統合による減員と中途採用の停止に

よるものです。
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(8) 主要な借入先の状況（平成20年11月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 2,233百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,341百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,029百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,000百万円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 689百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況に関する事項

(1) 株式の状況（平成20年11月30日現在）

①　発行可能株式総数 15,000,000株

②　発行済株式の総数 5,263,000株

③　株主数 2,387名

④　発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する株主

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 出 資 比 率

株 式 会 社 俵 興 産 1,214,100株 23.1％

俵 　 政 美 1,180,100 22.4

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成20年11月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況等

代 表 取 締 役 社 長 俵 　 政 美
Opticon,Inc.
取締役会長

取 締 役 会 長 志 村 則 彰

取 締 役 副 社 長 神 尾 尚 秀

Opticon,Inc.
代表取締役社長
Opticon Sensors Europe B.V.
代表取締役社長

常 勤 監 査 役 田 中 洋 一

監 査 役 大 徳 宏 教

麻布税理士法人代表社員
公認会計士
カシオ計算機（株）社外監査役
（株）ウェザーニューズ社外監査役

監 査 役 穴 田 信 次
小津産業（株）社外監査役
（株）アビスト社外取締役 

（注）１．監査役田中洋一氏、大徳宏教氏及び穴田信次氏の３名全員は社外監査役であり

ます。

２．監査役大徳宏教氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ３名 136,109千円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名
（３名）

12,000千円
（12,000千円）

合 計 ６名 148,109千円

（注）１．株主総会の決議による報酬限度額（平成14年２月27日改定）

取締役　　　年額 200百万円

監査役　　　年額　40百万円

２．当社取締役のうち２名はそれぞれ海外子会社の取締役を兼務しており、当該海

外子会社から受け取っている役員報酬額は以下のとおりです。

Opticon Sensors Europe B.V.　年額　170,126ユーロ

３．当社は、使用人兼務取締役はおりません。

４．取締役の報酬は、すべて社内取締役に対するものであり、社外取締役の報酬に

ついては、該当事項はありません。

③　社外役員に関する事項

イ．社外役員の重要な兼職の状況等

区 分 氏 名 兼 職 会 社 名 兼 職 の 内 容

監 査 役 大 徳 宏 教
カシオ計算機（株）
（株）ウェザーニューズ

社 外 監 査 役

監 査 役 穴 田 信 次
小津産業（株）
（株）アビスト

社 外 監 査 役
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ロ．当事業年度における主な活動状況

氏 名 活 動 状 況

監査役 田 中 洋 一

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出席
し、取締役会の意思決定ならびに取締役の業務執行に関
し十分な監視機能を果たし、議案の審議に必要な質問と
豊富な経験に基づく適切な助言・提言を行っております。
また当事業年度に開催された監査役会12回のうち12回に
出席し、監査結果の報告及び意見交換、重要事項の協議
等を行っております。

監査役 大 徳 宏 教

当事業年度に開催された取締役会18回のうち11回に出席
し、取締役会の意思決定ならびに取締役の業務執行に関
し十分な監視機能を果たし、公認会計士としての専門的
見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また当事業年度に開催された監査役会12回のうち9回に出
席し、公認会計士としての専門的見地から、監査結果の
報告及び意見交換、重要事項の協議等を行っております。

監査役 穴 田 信 次

当事業年度に開催された取締役会18回のうち14回に出席
し、取締役会の意思決定ならびに取締役の業務執行に関
し十分な監視機能を果たし、議案の審議に必要な質問と
豊富な経験に基づく適切な助言・提言を行っております。
また当事業年度に開催された監査役会12回のうち11回に
出席し、監査結果の報告及び意見交換、重要事項の協議
等を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、現行定款において、社外役員の責任限定に係る契約の締結に

関する事項は定めておりません。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称 監査法人トーマツ

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

21,560千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務（非監査業務）

である財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務を委託し対価を支払っ

ております。

３．当社の海外子会社すべての計算書類の監査は、当社の会計監査人以外の監査法

人（外国における当該資格に相当する資格を有するもの）の監査を受けており

ます。
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③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、または、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的

とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

イ．当社は、法令等の遵守及び社会倫理の実践（コンプライアンス）を業

務執行上の重要課題の一つとして位置づけ、その目的達成のため、以

下の経営管理システムを用いて継続的に監視する。

Ａ．取締役会及び取締役による意思決定

当社または当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、

取締役会の開催による多面的な検討を経て慎重に意思決定を行う。

重要な経営事項につき、取締役で構成する会議等で審議する。

Ｂ．監査役による監査の実効性を確保するため、コンプライアンス、適

切なリスク管理の確保等業務の適正化に必要な知識と経験を有し、

取締役から独立した社外監査役を選任するとともに、監査役の監査

環境の整備を図る。

Ｃ．社外の弁護士が取締役会に出席することにより、法令遵守チェック

体制を実施する。

Ｄ．内部監査を全部署に実施する。
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ロ．当社の役職員が法令違反の疑義がある行為等を発見した場合、レポー

ティングラインまたは匿名のコンプライアンス・ホットライン経由で

社外監査役または社外の弁護士に報告する体制とする。重大性に応じ

て、取締役会が再発防止策を策定し、全社的にその内容を周知徹底す

る。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

イ．取締役会、その他重要会議等の議事録、稟議決裁書その他職務執行に

係る情報は、文書管理規程に従い適切に保管・管理し、取締役及び監

査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

ロ．取締役は、従業員に対して、文書管理規程に従って文書の保存・管理

を適正に行うよう指導するものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当社は、リスク管理基本方針を策定し、適切なリスク管理体制の整備

を行うとともに、これを各部門に浸透させる。

ロ．組織横断的リスク状況の監視ならびに全社的対応は人事総務グループ

が行い、各部門所管業務に付随するリスク管理は担当部門が行うこと

とする。

ハ．大規模な事故、災害、不祥事等が発生した場合には、社長を委員長と

し必要な人員で組織する危機対策本部を設置するなど危機対応のため

の規程、組織を整備する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．業務の運営に関しては、将来の事業環境を踏まえ中期経営目標を柱に

年度予算を作成し、全社的な目標を設定する。

ロ．定例取締役会を毎月１回開催し、業務執行に関する基本的事項及び重

要事項に係る意思決定を機動的に行う。

ハ．社内規程に基づく、職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ効

率的に職務の執行が行われる体制をとるものとする。

⑤　会社ならびに親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を

確保するための体制

イ．主要な関係会社に対し、定期的に法令・定款及び社内規程等の遵守状

況の監査を実施する。

ロ．グループ会社を含めた適正な財務報告を作成し、グループ間取引の適

正を図るための必要な措置をとる。

ハ．グループ会社独自の業務の適正化のための体制整備について、必要な

助言・支援を行う。
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⑥　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制

イ．監査役の職務を補助する組織を人事総務グループとする。

ロ．監査役の監査業務については、原則として内部監査グループが補助す

る。

ハ．監査役補助者は、監査役の指揮命令に従って、監査業務を補佐するも

のとする。

⑦　前号の使用人の、取締役からの独立性に関する事項

　前号⑥所属の使用人の任命、異動、人事考課、懲罰については、監査役

の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役からの独立性を

確保するものとする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役及び使用人は当社及び当社グループ各社の業務または業績に与え

る重要な事項について監査役に報告するものとし、職務の執行に関する法

令違反、定款違反及び不正行為の事実、または当社グループ各社に損害を

及ぼす事実を知ったときは、遅滞なく報告するものとする。なお、前記に

かかわらず、監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求

め、社内の書類・資料等を閲覧することができるものとする。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．当社の監査役は、過半数を社外監査役とし、監査役会の独立性を確保

するものとする。

ロ．監査の実効性を確保するため、代表取締役との意見交換、必要な社内

会議の出席等、監査役監査の環境整備に努めるものとする。

ハ．監査役は、内部監査グループの実施する内部監査に係る年次計画につ

いて事前に説明を受け、その修正等を求めることができる。また、内

部監査の実施状況について適宜報告を受け、必要があると認めるとき

は、追加監査の実施、業務改善策の策定等を求めることができる。

ニ．監査役は、会計監査人を監督し、会計監査人の取締役からの独立性を

確保するため、会計監査人の監査計画について監査役が事前に報告を

受けることとする。
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(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識

しております。企業体質の強化と事業基盤の拡充に必要な内部留保の充実も

勘案してバランス良い経営を基本方針としてまいります。

　内部留保資金につきましては、当社を取巻く経営環境の強化や、日々進化

を遂げている自動認識装置分野において、常にトップレベルの技術力をもつ

製品を送り出すための開発資金等として有効な投資を考えており、技術力を

基礎に業容の拡大と業界シェア獲得に励み、その結果として株主価値の最大

化を実現してまいる所存であります。

　当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰

余金の配当等を行うことができる旨を定款に定めております。当事業年度の

期末の配当金につきましては、１株当たり金10円といたしたく、平成21年２

月19日開催予定の定時株主総会において決議事項である第１号議案の資本準

備金減少の件が承認されることを条件として、平成21年２月19日開催の取締

役会に付議する予定であります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成20年11月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,080,379

1,954,559

2,545,126

5,109,172

272,628

1,236,887

△37,995

5,893,739

5,226,501

2,624,055

196,727

758,926

1,288,771

358,021

443,036

443,036

224,201

20,117

223,742

△19,659

流 動 負 債 7,173,017

支払手形及び買掛金 1,764,458

短 期 借 入 金 2,870,200

1年以内返済予定の長期借入金 1,719,484

1 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 60,000

未 払 法 人 税 等 42,955

設備関係支払手形 147,406

そ の 他 568,513

固 定 負 債 4,783,718

社 債 940,000

長 期 借 入 金 3,812,375

繰 延 税 金 負 債 31,343

負 債 合 計 11,956,735

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,980,466

資 本 金 759,630

資 本 剰 余 金 712,440

利 益 剰 余 金 3,508,396

評価・換算差額等 36,916

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,213

為 替 換 算 調 整 勘 定 35,703

純 資 産 合 計 5,017,383

資 産 合 計 16,974,118 負 債 純 資 産 合 計 16,974,118

－ 16 －



連 結 損 益 計 算 書

(平成19年12月１日から
平成20年11月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,360,136

売 上 原 価 4,663,216

売 上 総 利 益 4,696,920

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,292,035

営 業 利 益 404,884

営 業 外 収 益

受 取 利 息 73,928

そ の 他 20,797 94,726

営 業 外 費 用

支 払 利 息 169,241

社 債 発 行 費 8,719

た な 卸 資 産 除 却 損 71,715

た な 卸 資 産 評 価 損 32,267

固 定 資 産 除 却 損 357

そ の 他 24,717 307,018

経 常 利 益 192,592

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 192,592

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 273,389

法 人 税 等 調 整 額 △207,746

当 期 純 利 益 126,950
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連結株主資本等変動計算書

(平成19年12月１日から
平成20年11月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株主資本合計

平成19年11月30日　残高 759,630 765,070 3,381,446 4,906,146

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △52,630 △52,630

当 期 純 利 益 126,950 126,950

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △52,630 126,950 74,320

平成20年11月30日　残高 759,630 712,440 3,508,396 4,980,466

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成19年11月30日　残高 3,978 488,376 492,355 5,398,501

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △52,630

当 期 純 利 益 126,950

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△2,765 △452,673 △455,438 △455,438

連結会計年度中の変動額合計 △2,765 △452,673 △455,438 △381,118

平成20年11月30日　残高 1,213 35,703 36,916 5,017,383
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

(1) 連結子会社の数 12社

(2) 主要な連結子会社の名称

Opticon,Inc.、Opticon Sensors Europe B.V.、Opticon S.A.S.、

Opticon Ltd.、Opticon Sensoren GmbH、Opticon S.R.L.、

Opticon Sensors Nordic AB、Opticon Sensores S.L.、

Opticon Sensors Pty.Ltd.

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は９月30日であります。

　連結計算書類作成に当たっては、当該子会社の同日現在の計算書類を使用しており

ます。ただし、10月１日から連結決算日11月30日までの期間に発生した重要な取引に

ついては、連結決算上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

①　時価のあるもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②　時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　製品・仕掛品 個別法による原価法

②　原材料 移動平均法による原価法

(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　当社は定率法を、連結子会社は定額法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額

法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～11年

工具器具及び備品 ２年～18年
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②　無形固定資産

　市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売可能期間（３年以内）に

基づく定額法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（２年～５

年）に基づく定額法によっております。

(5) 繰延資産の処理方法

社債発行費

　社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

(6) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(7) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会

社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上して

おります。

(8) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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(9) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理

を採用しております。

(10) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法を採用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産

建物 2,273,073千円

土地 1,102,512千円

計 3,375,585千円

　上記の物件は、長期借入金（１年以内返済予定で短期借入金に計上されているもの

を含む）2,730,724千円の担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,257,817千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,263,000株 －株 －株 5,263,000株

２．自己株式の数に関する事項

　該当事項はございません。

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

平成20年２月21日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 52,630千円

・配当原資 資本剰余金　

・１株当たり配当金額 10円

・基準日 平成19年11月30日

・効力発生日 平成20年２月22日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度

になるもの

平成21年２月19日開催の取締役会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 52,630千円

・配当原資 資本剰余金

・１株当たり配当金額 10円

・基準日 平成20年11月30日

・効力発生日 平成21年２月24日

４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はございません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 953円33銭

２．１株当たり当期純利益 24円12銭
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貸　借　対　照　表

（平成20年11月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

半 製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

従業員長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

保 険 積 立 金

敷 金 保 証 金

貸 倒 引 当 金

6,965,619

207,880

296,331

1,762,171

1,266,740

37,139

1,992,337

22,348

8,219

772,043

29,365

428,603

144,337

△1,900

5,953,265

4,847,811

2,366,700

124,208

146,485

2,222

689,943

1,160,230

358,021

442,265

234,040

204,254

3,971

663,187

26,117

436,278

10

1,240

18,418

52,675

148,105

△19,659

流 動 負 債 6,675,471

支 払 手 形 1,287,401

買 掛 金 326,642

短 期 借 入 金 2,870,200

1年以内返済予定の長期借入金 1,719,484

1年以内償還予定の社債 60,000

未 払 金 112,143

未 払 法 人 税 等 9,258

未 払 費 用 127,239

預 り 金 15,647

設備関係支払手形 147,406

そ の 他 49

固 定 負 債 4,753,200

社 債 940,000

長 期 借 入 金 3,812,375

繰 延 税 金 負 債 825

負 債 合 計 11,428,672

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,488,998

資 本 金 759,630

資 本 剰 余 金 712,440

資 本 準 備 金 694,525

その他資本剰余金 17,914

利 益 剰 余 金 16,928

利 益 準 備 金 16,467

その他利益剰余金 461

別 途 積 立 金 30,779

繰越利益剰余金 △30,318

評価・換算差額等 1,213

その他有価証券評価差額金 1,213

純 資 産 合 計 1,490,212

資 産 合 計 12,918,884 負 債 純 資 産 合 計 12,918,884
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損　益　計　算　書

(平成19年12月１日から
平成20年11月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,310,189

売 上 原 価 4,478,647

売 上 総 利 益 1,831,542

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,542,235

営 業 利 益 289,307

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,015

家 賃 収 入 6,688

受 取 賠 償 金 8,230

そ の 他 5,879 22,813

営 業 外 費 用

支 払 利 息 159,625

社 債 利 息 9,596

社 債 発 行 費 8,719

た な 卸 資 産 除 却 損 71,715

た な 卸 資 産 評 価 損 32,267

固 定 資 産 除 却 損 357

そ の 他 5,970 288,253

経 常 利 益 23,867

税 引 前 当 期 純 利 益 23,867

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,491

当 期 純 利 益 18,376
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株主資本等変動計算書

(平成19年12月１日から
平成20年11月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合　　計

資本準備金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成19年11月30日　残高 759,630 764,630 440 765,070 16,467 30,779 △48,694 △1,447 1,523,252

事業年度中の変動額

資本準備金の
その他資本剰
余金への振替

△70,104 70,104 － －

剰余金の配当 △52,630 △52,630 △52,630

当 期 純 利 益 18,376 18,376 18,376

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額 (純額 )

事業年度中の変動額合計 － △70,104 17,474 △52,630 － － 18,376 18,376 △34,253

平成20年11月30日　残高 759,630 694,525 17,914 712,440 16,467 30,779 △30,318 16,928 1,488,998

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成19年11月30日　残高 3,978 3,978 1,527,231

事業年度中の変動額

資本準備金の
その他資本剰
余金への振替

－

剰余金の配当 △52,630

当 期 純 利 益 18,376

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額 (純額 )

△2,765 △2,765 △2,765

事業年度中の変動額合計 △2,765 △2,765 △37,019

平成20年11月30日　残高 1,213 1,213 1,490,212
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②　時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品・仕掛品 個別法による原価法

(2) 原材料 移動平均法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

建物 ３年～50年

機械装置 ２年～11年

工具器具及び備品 ２年～18年

(2) 無形固定資産

　市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売可能期間（３年以内）に基

づく定額法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（２年～５年）

に基づく定額法を採用しております。

５．繰延資産の処理方法

社債発行費

　社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

６．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

７．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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８．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を

採用しております。

９．その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

追加情報

　当社グループは、従来、製品の開発を当社の費用負担で一元的に実施し、当社から

連結子会社へ製品を販売する際に一定のマークアップを実施することによって、各連

結子会社の負担分について回収を行ってきました。近年、当社グループにおける海外

販売比率の上昇及び海外子会社の開発への参加とそれに伴う研究開発費の増加等経営

環境の実態に変化が生じており、これに対応するため、当社グループ全体で発生した

研究開発費を各グループ会社が按分負担する契約を締結いたしました。当事業年度よ

りこの契約に基づいた会計処理を実施したことから、従来の負担方法によった場合に

比して、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が673,710千円増加しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権 1,279,835千円

関係会社に対する短期金銭債務 1,149千円

２．担保に供している資産

建物 2,273,073千円

土地 1,102,512千円

計 3,375,585千円

　上記の物件は、長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）2,730,724千

円の担保に供しております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 2,879,254千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

(1) 売上高 3,017,624千円

(2) 仕入高 34,990千円

(3) 販売費及び一般管理費

　研究開発費の按分負担受入額 673,710千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の数に関する事項

　該当事項はございません。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 53,210千円

たな卸資産除却損 6,360千円

繰越欠損金 250,930千円

投資有価証券評価損 6,245千円

減価償却費超過額 61,693千円

減損損失 41,754千円

その他 13,136千円

小計 433,330千円

評価性引当額 △433,330千円

繰延税金資産合計 ―

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △825千円

繰延税金負債計 △825千円

繰延税金負債の純額 △825千円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　該当事項はございません。

（関連当事者との取引に関する注記）

　子会社等

属性 会社等の名称
資本金又は
出 資 金

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 Opticon,Inc.
400,000

米ドル
自 動 認 識
装置の販売

100
兼任
２人

当社製品
の 販 売

売 上 931,099 売 掛 金 208,011

子会社
Opticon  
Sensors  
Europe B.V.

544,536
ユーロ

自 動 認 識
装置の販売

100
兼任
１人

当社製品
の 販 売

売 上

研究開発費
の按分負担

2,086,524

673,710

売 掛 金

未 収 金

596,576

371,559

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

１．当社製品の販売及び原料支給並びに当社製品の仕入については、市場価格等を参

考に、一般取引条件と同様に決定しております。

２．研究開発費については、当社グループ全体の発生額を各グループ会社が按分負担

する契約を締結しており、この契約に基づき按分負担額を決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

(1) １株当たり純資産額 283円15銭

(2) １株当たり当期純利益 3円49銭
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成21年１月23日

株式会社オプトエレクトロニクス

取締役会　御中

監査法人トーマツ
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 岡 雅 信 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 長 塚 　 弦 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オプトエレ

クトロニクスの平成19年12月１日から平成20年11月30日までの連結会計年度の

連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社オプトエレクトロニクス及び連

結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成21年１月23日

株式会社オプトエレクトロニクス

取締役会　御中

監査法人トーマツ
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 岡 雅 信 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 長 塚 　 弦 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オプ

トエレクトロニクスの平成19年12月１日から平成20年11月30日までの第33期事

業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類

及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の

結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

追記情報

　追加情報に記載されているとおり、会社は当事業年度より研究開発費につい

て、各グループ会社と締結した按分負担契約に基づく会計処理を行っている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成19年12月１日から平成20年11月30日までの第33期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子
会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に
ついて検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

二　取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

三　内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する取締役会の職務遂行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成21年１月23日

株式会社オプトエレクトロニクス　監査役会

常 勤 監 査 役
(社外監査役) 田 中 洋 一 

社 外 監 査 役 大 徳 宏 教 

社 外 監 査 役 穴 田 信 次 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　資本準備金減少の件

　配当原資としての剰余金の確保及び今後の機動的な資本政策に備えることを目

的として、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額の減少を行い、

その他資本剰余金に振り替えたいと存じます。

　減少する資本準備金の額及び資本準備金の減少の効力を生ずる日は次のとおり

であります。

１．減少する資本準備金の額

　資本準備金694,525,375円のうち34,253,958 円

２．資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

　平成21年２月24日

第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

　  (1) 「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する

法律等の一部を改正する法律」（平成１６年法律第８８号。以下、「決済

合理化法」という。）が平成２１年１月５日に施行され、上場会社の株券

電子化が実施されております。

　 これに伴い、決済合理化法附則第６条第１項の定めにより、株券を発行

する旨の当社定款規定は同日付をもって削除されたものとみなされており、

「株券等の保管及び振替に関する法律」（昭和５９年法律第３０号）も廃

止されております。

　 以上を踏まえて、現行定款第７条を削除し、併せて株券の存在を前提と

した規定の削除、株券等の保管及び振替に関する法律を前提とした規定の

削除等所要の変更を行うものであります。

(2) その他定款全般について、条数の整理等所要の変更を行うものでありま

す。
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　 ２．変更の内容

　　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第２章　株　　式 第２章　株　　式

（株券の発行）  

　第７条　当会社の株式については、株券

を発行する。

（削　　除）

　第８条　（条文省略） 　第７条　（現行どおり）

（単元株式数および単元未満株券の不発

行）

（単元株式数）

　第９条　当会社の単元株式数は、100株と

する。

　第８条　当会社の単元株式数は、100株と

する。

　　　②　当会社は単元未満株式に係わる

株券を発行しない。ただし、株

式取扱規則に定めるところにつ

いてはこの限りではない。

（削　　除）

（株主名簿管理人） （株主名簿管理人）

　第10条　当会社は、株主名簿管理人を置

く。　

　第９条　当会社は、株主名簿管理人を置

く。

　　　②　株主名簿管理人およびその事務

取扱場所は、取締役会の決議に

よって定める。

　　　②　株主名簿管理人およびその事務

取扱場所は、取締役会の決議に

よって選定し、公告する。

　　　③　当会社の株主名簿（実質株主名

簿を含む。以下同じ。）、新株

予約権原簿および株券喪失登録

簿（以下「株主名簿等」とい

う。）の作成ならびに備え置き、

その他の株主名簿等に関する事

務は株主名簿管理人に委託し、

当会社においてはこれを取扱わ

ない。

（削　　除）
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現 行 定 款 変 更 案

（株式取扱規則） （株式取扱規則）

　第11条　当会社の株式に関する取扱いお

よび手数料は、法令または定款

のほか、取締役会において定め

る株式取扱規則による。

　第10条　当会社の株式に関する取扱いお

よび手数料、株主の権利行使に

際しての手続等は、法令または

定款のほか、取締役会において

定める株式取扱規則による。

（基準日） （基準日）　

　第12条　当会社は、毎年１１月３０日の

最終の株主名簿に記載または記

録された議決権を有する株主（実

質株主を含む。以下同じ。）を

もって、その決算期に関する定

時株主総会において権利を行使

すべき株主とする。

　第11条　当会社は、毎年１１月３０日の

最終の株主名簿に記載または記

録された議決権を有する株主を

もって、その決算期に関する定

時株主総会において権利を行使

すべき株主とする。

　　②　（条文省略） 　　②　（現行どおり）

　第13条～第41条　（条文省略） 　第12条～第40条　（現行どおり）

（新　　設） 附　　則

（新　　設） 第１条　当会社の株券喪失登録簿は、株

主名簿管理人の事務取扱場所に

備え置き、株券喪失登録簿への

記載または記録に関する事務は

株主名簿管理人に委託し、当会

社においてはこれを取扱わない｡

（新　　設） 第２条　当会社の株券喪失登録簿への記

載または記録は、法令または定

款に定めるもののほか、取締役

会において定める株式取扱規則

による。

（新　　設） 第３条　本附則第１条ないし本条は、

「株式等の取引に係る決済の合

理化を図るための社債等の振替

に関する法律等の一部を改正す

る法律（平成１６年法律第８８

号）」の施行日の翌日から起算

して１年を経過した日をもって

これを削除する。
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第３号議案　取締役３名選任の件

　取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取

締役３名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１
俵 　 政 美
(昭和23年５月11日生)

昭和47年４月 コロンビヤ貿易株式会社入

社

昭和51年12月 当社設立

昭和52年３月 コロンビヤ貿易株式会社退

社

昭和53年２月 当社代表取締役社長に就任

昭和59年３月 Opticon,Inc.代表取締役に

就任

昭和62年８月 Opticon Sensors Europe

B.V.代表取締役社長に就任

平成２年11月 同社代表取締役社長を退任

平成９年２月 当社代表取締役会長に就任

平成13年12月 当社代表取締役社長に就任

（現任）

平成19年７月 Opticon,Inc.取締役会長に

就任（現任）

1,180,100株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

２
志 村 則 彰
(昭和15年３月21日生)

昭和39年４月 カシオ計算機株式会社入社

平成３年６月 同社専務取締役に就任

平成９年６月 同社退社

平成12年４月 当社入社、顧問に就任

平成12年９月 当社取締役に就任

平成13年２月 当社取締役会長に就任（現

任）

165,000株

３
神 尾 尚 秀
(昭和27年３月20日生)

昭和58年９月 Telecomet Inc.入社

昭和59年９月 同社退社

昭和60年９月 Opticon,Inc.入社

平成２年９月 Opticon Sensors Europe

B.V.に移籍

平成２年11月 同社代表取締役社長に就任

（現任）

平成４年11月 当社取締役に就任

平成13年12月 当社取締役副社長に就任

（現任）

平成19年３月 Opticon,Inc.代表取締役社

長に就任（現任）

120,000株

（注）　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　監査役１名選任の件

　監査役穴田信次氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

穴 田 信 次
(昭和22年４月27日生)

昭和48年５月 東京証券取引所入所

昭和54年８月 同所上場審査部上場審査役

昭和62年６月 同所退所

昭和62年６月 水戸証券株式会社入社

平成９年６月 同社常務取締役に就任

平成15年６月 同社常勤監査役に就任

平成16年８月 小津産業株式会社社外監査役に

就任（現任）

平成17年２月 当社社外監査役に就任（現任）

平成19年６月 水戸証券株式会社社外監査役を

退任

平成19年12月 株式会社アビスト社外取締役

（現任）

3,500株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．穴田信次氏は、社外監査役候補者であります。

３．穴田信次氏を社外監査役候補者とした理由は以下のとおりであります。

企業経営に長年携わり、幅広い視野と豊かな経験を有しており、また現在当社

社外監査役としてその職責を適切に果たしていることから、社外監査役として

選任をお願いするものであります。

４．穴田信次氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在

任期間は、本総会終結の日をもって４年となります。

　以　上

－ 38 －


